
新たな地域医療構想を見据えた
救急医療体制検討小委員会における検討状況について

資料２



救急医療体制検討小委員会について①

新たな地域医療構想を見据えた救急医療体制検討小委員会

令和７年度第２回救急医療対策協議会での審議事項

■ 目的

東京都の総人口は2030年をピークに減少が予測されるものの、高齢者人口は今後も増え続け、高齢化率は2050年以
降は29％以上で推移する見込みである。一方で、都内の救急搬送人員は令和７年に過去最多となり、搬送人員の約

   半数は高齢者である。
東京ルール件数については、依然として高止まりが続いており、75歳以上の高齢者の受入れ困難事例が多く、高齢者特

有の疾患等に付随したキーワードが上位を占めている。このことから、受入困難な東京ルール事案も今後も増加が予想される。
このような現状に対応すべく、高齢者救急患者に対応する新たな医療体制に関する対策の検討を行う。

■ 検討の内容

（１）情報収集
保健医療局と東京消防庁がこれまで以上に緊密に連携し、救急医療全体を俯瞰するための関係データを集計

（２）項目ごとの分析・課題整理
上記の結果からその傾向が生じている背景を鑑み、二次救急医療機関に焦点を当て、

             休日・全夜間診療事業と東京ルールの見直しを中心に分析・課題整理
（３）対策検討

課題に対して、その対応策を検討

■ 東京都内における救急搬送人員は過去最多となり、今後も増加傾向と想定
■ 救急要請の傾向として、搬送人員の約半数が軽症
■ 東京ルール事案はピーク時の令和４年と比べて減少傾向にあるが、コロナ前と比較して依然として高止まり
■ 東京ルール事案では高齢者の受入困難事例が多く、高齢者人口増加が予測される中、東京ルール事案も増加見込

✓ 上記の課題を具体的に検討すべく、令和８年度に救急医療対策協議会のもとに新たに小委員会を設置
✓ 令和８年度に策定予定の新たな地域医療構想の検討状況とも整合性を図りながら検討

救急医療対策協議会のもとに、
「新たな地域医療構想を見据えた救急医療体制検討小委員会」を設置

2



救急医療体制検討小委員会について②

日程 検討事項

小委員会
第１回

令和８年
６月18日

• 現状・課題を共有
• データに対する意見・考察

小委員会
第２回

令和８年
７月24日

• 対策の方向性を検討

救対協
第１回

令和８年
８月４日

• 小委員会検討内容報告

小委員会
第３回

令和８年
10～11月

頃
• 具体的な取組案を検討

小委員会
第４回

令和９年
１月頃

• 施策の検討

小委員会
第５回

令和９年
２月頃

• 報告書（案）の検討

救対協
第２回

令和９年
２～３月頃

• 小委員会報告書（案）の報告
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時期 地域医療構想策定部会 救急医療対策協議会
新たな地域医療構想を見据えた
救急医療体制検討小委員会

令
和
８
年
度

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

令和９年度
以降

▲第３回
具体的な取組案

検討スケジュール（案）

▲第１回
現状把握・目指す姿

▲第6回～第7回
ビジョン・骨子案の検討

▲第８回～第９回
素案の検討

▲第２回～第５回
テーマ別検討

意見照会・パブリックコメント

医療審議会への諮問→答申

検討状況の反映

▲第１回
現状・課題共有

▲第2回
対策の方向性

▲第４回
施策検討

▲第５回
報告書案

▲第１回
小委員会検討内容報告

報告

▲第2回
小委員会報告書案報告

報告

報告を踏まえた取組の検討・実施

取組の方向性

検討状況の反映
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○ 地域医療構想策定部会では、新たな地域医療構想の取組の方向性を検討

○ 救急医療対策協議会及び小委員会では、策定部会の考え方を踏まえた取組を検討

検討状況の反映



⚫ （P44）各医療機関が担う医療機関機能を決定した後は、急性期拠点機能を担う医療機関を中心
に、手術や休日・夜間の救急対応等について、地域の医療資源等の状況に応じ、集約化も含め
た役割分担をどのように行っていくか、高齢者救急・地域急性期機能を担う医療機関が、リハビリ
テーションや退院支援等の機能を具体的にどのように果たしていき、高齢者を中心とした救急受
入をどう役割分担して担っていくか、慢性期の医療需要の見込みも踏まえ、在宅医療等連携機
能を担う医療機関が地域で果たすべき役割等を協議する。

⚫ （P50）高齢者救急を含めた救急の受入に係る役割分担を行っていくにあたり、高齢者救急・地域
急性期機能を担う医療機関は、急性期拠点機能を担う医療機関と連携しながら、地域での協議
に積極的に関与し、搬送先の選定に当たっての考え方や、下り搬送、上り搬送を含めた受け入
れ後の連携のあり方等について具体化していくことが求められる。

⚫ （P55）今後更なる増加が見込まれる高齢者救急を含め、救急搬送の需要を受け止めることので
きる体制の整備に向け、救急車の適時・適切な利用や受入時の役割分担、受入直後の下り搬
送・上り搬送及び急性期を経過した後の転院搬送に係るルール作りが重要である。

• （P55）救急搬送に係る現状の把握

- 救急搬送については、地域により人口当たりの救急搬送要請数や救急搬送受入件数が異なっ
ていることが知られている。医療機関機能報告・病床機能報告のデータ等を参考に、地域ごと
に人口当たりの救急搬送受入件数や全身麻酔手術件数、両件数の比率を比較し、全国的に見
た場合の救急搬送受入件数の多寡等を地域全体で把握するとともに、年齢区分別の救急搬送
受入件数や要請元の施設類型等を把握することで、救急搬送受入が相対的に多い場合の要
因分析等を行う。

令 和 ８ 年 ７ 月 ３ 日
地域医療構想策定ガイドライン

地域医療構想策定ガイドライン（抜粋）
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• （P55）救急車の適時・適切な利用について

- 救急搬送受入件数が相対的に多い場合で、患者のアクセスに課題がある場合、アクセスに係
る課題解決に向けた検討を進めるとともに、救急車の適時・適切な利用の推進に向けた取組も
必要であり、♯7119や♯8000の活用を推進する等の取り組みを検討するといったことが考えら
れる。

• （P55）高齢者救急を中心とした救急車受入の役割分担について

- 各医療機関の救急搬送受入件数を踏まえ、各医療機関で対応すべき疾患・状態像を整理して
いく。

- 具体的には、急性期拠点機能を担う医療機関においては、手術を要する患者や、緊急度・重症
度の高い患者への対応を、高齢者救急・地域急性期機能を担う医療機関においては、高齢者
救急を中心とした救急搬送患者の受入、入院対応を行う体制を構築していくことが考えられる。

- 高齢者救急の受入に係る考え方については、手術等の実施頻度が低く、包括的な入院医療の
必要性が高いという特性も踏まえ、消防機関や消防担当部局とも連携しながら、日常的な救急
搬送の運用や実施基準へ反映させていくことを検討していく。

令 和 ８ 年 ７ 月 ３ 日
地域医療構想策定ガイドライン

地域医療構想策定ガイドライン（抜粋）
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• （P56）救急搬送受入後の連携について

- 救急搬送の効率的かつ効果的な受入の推進のためには、受入時点のみではなく、受入後の入
院医療や転院搬送等の連携のあり方についても併せて検討していく必要がある。

- 急性期拠点機能を担う医療機関での救急車受入後、自施設での医療提供を必ずしも要さない
と判断された患者については、適切なリハビリテーションの実施等のため、高齢者救急・地域急
性期機能を担う医療機関へ下り搬送することや、高齢者救急・地域急性期機能を担う医療機関
で対応が困難な救急搬送患者を、急性期拠点機能を担う医療機関へ上り搬送できる連携体制
の整備も重要である。このように両機能を担う医療機関間で、こうした受入直後の転院搬送に
係る連携を行っていく。

- また、救急搬送患者を受け入れるためには、入院早期から、早期退院を見据えた医療やリハビ
リテーション、退院調整等を行い、ベッドの確保に努める必要がある。さらに、急性期の治療を
終えてもなお退院が困難な患者について他の医療機関等へ転院搬送を行うことや、円滑な退
院支援のため、在宅医療を提供する施設・介護保険施設との連携を強化すること等、急性期経
過後の患者の受入に係る連携体制の構築も重要である。

⚫ （P68）医療と介護の複合ニーズを有する高齢者が増加する中、高齢者施設に入所中の利用者
について、状態の変化が生じた際に必要な医療を速やかに受けることができる体制を確保する
ことが重要である。このため、高齢者施設入所者の状態悪化時に、適切な介入を行い、必要時
の円滑な入院につなげられるよう、協力医療機関の確保、平時からの情報共有、受診及び搬送
のルールの整理等を通じて、高齢者施設と医療機関との連携体制を進めることが重要となる。

令 和 ８ 年 ７ 月 ３ 日
地域医療構想策定ガイドライン

地域医療構想策定ガイドライン（抜粋）
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新たな地域医療構想の検討状況

令 和 ７ 年 ７ 月 ２ ４ 日
地域医療構想及び医療計画等に
関 す る 検 討 会 資 料
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８

新たな地域医療構想の検討状況

令 和 ７ 年 1 0 月 3 1 日
地域医療構想及び医療計画等に
関する検討会資料 (一部改 )
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2040年に向けた地域包括ケアシステムの深化について

10
出典：令和７年度 全国厚生労働関係部局長会議資料
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○ 都の総人口は2030年の1,426万人をピークに減少、2040年には1,403万人となる見込

○ 一方、高齢者人口は2020年の319万人から、2050年には398万人まで増加、高齢化率は、2020年
の22.7％から2040年には27.1％に上昇し、2050年以降は29%以上で推移

○ うち80歳以上人口は2020年の105万人(人口割合7.5％)から2040年に121万人(人口割合8.6％)、
2055年に最大の153万人（人口割合11.6％）の見込

東京都の人口動向
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【出典】東京都政策企画局「2065年までの東京の人口・世帯数予測について」（令和７年３月）
※各項目の数値は四捨五入して表示しているため、合計値と一致しないことがあります。
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○ 都内の高齢者の救急搬送件数は、2050（令和32）年頃まで増加する見込み（ピークの2050年は、

2025年比で約２割増）

○ 特に、外来の高齢者救急搬送件数の増加が顕著となっている。

出典：東京都保健医療局「地域医療に関する調査・分析業務等報告書」（令和７年度）より一部改

高齢者救急搬送患者数推計結果

※高齢者救急搬送件数は、患者調査（厚生労働省）における疾病分類別の救急搬送患者数から救急搬送割合を算出し、入院・外来患者数推計結果のうち 65 歳以上の患者数に乗じて算出
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(2011) (2014)  (2017)  (2020) (2023) (2025)   (2030) (2035) (2040) (2045) (2050) (2055)    (2060) (2065)

857 886
800 819 814 860 884 924

989 1040 1067 1045 1010 980

601
609

631 581 562 452 439
425

429
447

462 447
417

380

1,458
1,495

1,431
1,400 1,376

1,312 1,324 1,348

1,418
1,487 1,529 1,492

1,427
1,360

入院

外来

単位 人/日
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高齢者救急搬送件数の推計



798,035 56,952 319,374 421,709

100.0% 7.1% 40.0% 52.8% 

543,140 41,068 226,163 275,909

100.0% 7.6% 41.6% 50.8% 

151,638 3,394 49,015 99,229

100.0% 2.2% 32.3% 65.4% 

44,468 9,271 31,326 3,871

100.0% 20.8% 70.4% 8.7% 

37,223 1,095 7,174 28,954

100.0% 2.9% 19.3% 77.8% 

21,566 2,124 5,696 13,746

100.0% 9.8% 26.4% 63.7% 
そ れ 以 外

区　　分 搬送人員 重症以上 中等症 軽症

総 数

急 病

一 般 負 傷

転 院 搬 送

交 通 事 故

救急搬送人員の推移と重症度

○救急搬送人員は、コロナ禍で一時減少した後、再び増加傾向にあり、令和７年は過去最多

○全搬送人員のうち、約５割が軽症者

出典：東京消防庁「救急活動の現況」（令和６年）

（人）
搬送人員の推移 程度別搬送人員（令和６年）
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※R7は速報値
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年代別搬送人員の数及び割合

○年代別の搬送人員数では、令和４年度以降、75歳以上の搬送人員数が増加傾向

○全搬送人員のうち、半数以上を高齢者（65歳以上）が占める。

出典：東京消防庁「救急活動の現況」

年代別搬送人員数（15歳区分） 年代別搬送人員の割合

15

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

R1 R2 R3 R4 R5 R6

６５歳以上 ６４歳未満



月

総

計

交

通

事

故

火

災

事

故

運

動

競

技

事

故

自

然

災

害

事

故

水

難

事

故

労

働

災

害

事

故

一

般

負

傷

自

損

行

為

加

害

急

病

転

院

搬

送

1月 70,473 2,748 80 327 1 32 387 12,708 411 323 49,389 4,067

2月 61,386 2,735 59 385 3 27 467 11,652 368 308 41,799 3,583

3月 64,683 3,120 56 454 2 34 460 12,676 419 327 43,436 3,699

4月 60,527 3,034 49 528 2 19 479 11,316 404 356 40,880 3,460

5月 63,751 3,194 54 584 1 21 447 11,820 425 353 43,283 3,569

6月 64,613 3,125 32 573 - 15 523 11,732 466 359 44,185 3,603

7月 77,591 3,208 49 431 - 13 664 15,089 433 348 53,436 3,920

8月 69,463 2,860 29 388 1 7 589 13,289 427 357 47,955 3,561

9月 63,285 3,103 29 522 1 11 521 11,877 457 352 42,947 3,465

10月 63,317 3,437 41 509 - 13 462 12,455 471 370 41,991 3,568

11月 62,788 3,270 47 490 - 20 447 12,913 401 357 41,163 3,680

12月 76,158 3,389 86 379 - 27 456 14,111 384 357 52,676 4,293

合計 798,035 37,223 611 5,570 11 239 5,902 151,638 5,066 4,167 543,140 44,468

消防救急車による転院搬送の全搬送に占める割合、転院搬送における緊急度

○消防救急車による転院搬送は、年間約44,000件あり、全搬送人員の約6%を占める。

○消防救急車による転院搬送において、転院先医療機関の医師による評価を集計したところ、緊急性のな
い（非緊急・低緊急）のものが約40%を占める。
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15%

48%

30%

5%

転院搬送における緊急度（R7）

緊急

準緊急

低緊急

非緊急

記入拒否

依頼書未作成

出典：東京消防庁「救急活動の現況」（令和６年）



救急医療の東京ルール

(1) 地域で受け止める救急医療のイメージ図 (2) 東京都全体で受け止める救急医療のイメージ図

【調整対象】
原則中等症以下の患者で、救急隊による医療機関選定において、５医療機関への要請又は20分程度以上を経過しても搬送先医療機関が決定しない場合は、
「東京ルール」事案として地域救急医療センターに調整を依頼する。

Ａ病院

併行選定

現 場

②

調整依頼

現
場
報
告

②´

情報提供

⑥
搬
送
先
決
定

②´

併行選定

時間管理を行う

救急隊、警防本部と連
絡病院（医療圏）が重
複しないように調整

コーディネーター

⑤

調整時間の目安
（概ね20分）

調
整
経
過

確
認
等

搬
送
先
決
定

警防本部（救急管制員）

地域救急

地域内調整

受入可能

Ｇ病院

※ 地域救急医療センターが
自ら受入れることもある。

二次医療圏

①

Ｂ病院 収容依頼

Ｄ病院

Ｃ病院

E病院

③

④

○

⑤-2

④-1

②-1

受入可能

③‐1

地域を越えた調整

Ｈ病院

Ｋ病

Ｉ 病

Ｊ病院

地域救急医療
センター

地域救急医療
センター

④-2

③-2

②-2

⑤-1

他の二次医療圏

他の二次医療圏

①

※ 地域救急医療センターが
自ら受入れることもある。

収
容

②‐Ⅰ

コーディネーター

地域救急医療センター

地域内調整不能
のため一時受入

警防本部（救急管制員）

選
定
協
力
依
頼

⑧

搬送先決定

⑨

一時受入医療機関

併
行
選
定

必要により
自らが選定

⑥

転
送
（
転
院
搬
送
）

転送依頼

②‐Ⅱ

◆ 救急患者を迅速に医療の管理下に置くため、地域の救急医療機関が相互に協力・連携して救急患者を受け入れる。

◆ 緊急性の高い患者の生命を守るため、救急医療の要否や診療の順番を判断する「トリアージ」を、救急の様々な場面で実施する。

◆ 都民は、自らのセーフティネットである救急医療が重要な社会資源であることを認識し、救急医療を守るため、適切な利用を心がける。

Ｆ病院

ルールⅠ 救急患者の迅速な受入れ

ルールⅡ 「トリアージ」の実施

ルールⅢ 都民の理解と参画
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○ 救急患者が迅速に医療を受けられるよう、地域の救急医療機関が相互に協力・連携して受入を行う
「救急医療の東京ルール」を運用
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0-14 15-29 30-44 45-59 60-74 75-89 90-104

東京ルール事案件数（令和７年）

2%
11%

10%

15%

17%

32%

13%

東京ルール事案年代別割合（令和７年）

0-14 15-29 30-44 45-59 60-74 75-89 90-104

年代別東京ルール事案発生件数及び割合

○東京ルール事案は、75歳から89歳までの年齢層が多く、全体の半数近くを75歳以上が占める。
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東京ルール事案における連絡医療機関の科目統計、東京ルールキーワード（年齢別）

○東京ルールにおいて、救急隊や地域救急医療センターによる選定科目は、「内科」「整形外科」「脳神経外
科」「救急科」「外科」の順に多い。
（救急隊等が病院を探すときに、最大３科目を選択可能なため、1事案につき最大3カウント）

○東京ルールのキーワード別分類を年齢ごとに比較すると、「整形外科」「脳神経外科」「要介護者等」は高
齢者層に多く、「アルコール」は若年者層に多い。
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90代以上

令和7年東京ルール件数

上位4科目キーワード（年齢別）

整形外科 3531件 脳神経外科 2821件 要介護者等 2544件 アルコール 1479件
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5,000
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内科 整形外科 脳神経外科 救急科 外科

東京ルールにおける連絡医療機関の科目

統計上位５科目

※最大3科目選定



79,460

154,350
161,060

12,976

49,035

95,672

16.3%

31.8%

59.4%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

65歳～74歳 75歳～84歳 85歳～

日常的な介助が必要な搬送者数・割合

搬送数 介助が必要な搬送数 介助が必要な割合

全時間帯二次救急搬送件数（年齢別）、日常的な介助が必要な搬送者の割合

○ 全時間帯の二次救急（三次救急を有する医療機関も含む。）への搬送について、半数以上を高齢者
（65歳以上）が占めている。

○ 65歳以上の搬送者のうち、日常的な介助が必要な者（※救急隊の判断による。）の割合は、65歳から
74歳まででは16.3%、75歳から84歳まででは31.8%、85歳以上では59.4%となっており、年齢が高く
なるにつれて、日常的な介助が必要な者の割合は高くなる。

340,144 , 46%

79,460 , 
11%

154,350 , 21%

161,060 , 22%

二次救急搬送件数（年齢別）

0歳～64歳 65歳～74歳 75歳～84歳 85歳～

二次救急全体：735,014件
(参考)三次救急：33,054件
(参考)心臓循環： 7,118件

20

※令和7年実績



全時間帯年齢別二次救急搬送件数（75歳以上/75歳以上かつ要介助）

○ 全時間帯の救急告示医療機関への搬送件数について、搬送件数が少なくなるほど、搬送件数に占める
75歳以上の割合や、75歳以上の要介助者の割合は高くなる傾向にある。
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※令和7年実績

平均43.4%

区分 救急搬送件数 割合

0～74歳 411,327件 56.6%

75歳～ 315,410件 43.4%

計 726,737件 100.0%
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※救急告示医療機関（小児専門等を除く。）

平均19.9%

区分 搬送件数 割合

75歳以上かつ日常的な介助が必要 144,707件 19.9%

それ以外 582,030件 80.1%

計 726,737件 100.0%



救急需要の月別推移

○救急需要（月別出場件数・月別搬送件数）は、夏と冬にピークを迎える。

○東京ルールは、令和６年までは夏と冬にピークを迎えていたが、令和７年は横ばいの傾向である。
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東京都における救急医療体制の現状

90,464 
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50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

内科 外科 整形外科 その他

75歳以上 全年齢 「75歳以上」の割合

休日全夜間二次救急搬送実績（診療科目別） 休日全夜間二次救急搬送実績（病院別）

中央値1,692件

平均値
1,660件

※令和7年実績 ※令和6年実績

東京ルールの運用状況

H19 H20 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

623,012 583,082 617,819 638,093 649,429 655,925 664,629 673,145 691,423 698,928 726,428 731,900 625,639 630,287 708,695 774,370 798,035 798,412

救急搬送件数（対前年） ― △ 39,930 ― 20,274 11,336 6,496 8,704 8,516 18,278 7,505 27,500 5,472 △ 100,789 △ 101,613 78,408 65,675 23,665 377

選定困難事案発生件数（B）※ 40,385 35,746 13,087 14,459 14,449 14,058 9,991 7,283 6,625 6,090 7,101 9,264 15,855 25,449 56,683 45,539 34,548 23,373

選定困難事案発生件数（対前年） ― △ 4,639 ― 1,372 △ 10 △ 391 △ 4,067 △ 2,708 △ 658 △ 535 1,011 2,163 8,754 16,185 31,234 △ 11,144 △ 10,991 △ 11,175

東京ルール事案発生割合（B／A） 6.48% 6.13% 2.12% 2.27% 2.22% 2.14% 1.50% 1.08% 0.96% 0.87% 0.98% 1.27% 2.53% 4.04% 8.00% 5.88% 4.33% 2.93%

342 335 327 328 322 323 322 324 328 320 319 317 317 316 316 315 320 313

※H19・H20の選定困難事案は、医療機関の選定開始から30分以上経過又は5医療機関以上に搬送連絡した事案
※H21は、年の途中に東京ルールの運用が開始し、年の前半・後半で考え方が異なるため統計数値を省略
※H22以降の選定困難事案は、医療機関の選定開始から20分以上経過又は5医療機関以上に搬送連絡した事案
※R2～R5は新型コロナ疑い救急患者の東京ルール事案を含む

救急搬送件数（A）

救急告示医療機関数（4/1時点）
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東京ルールにおける圏域内受入率

○ 東京ルール事案について、圏域内受入率を比較すると、医療圏ごとに差がある。
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東京ルールにおける圏域内受入率
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※令和7年6月から、令和8年5月まで
の12か月の実績を圏域ごとに集計
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下り搬送の取組状況及び課題 （地域医療に関する調査）

出典：東京都保健医療局「地域医療に関する調査・分析業務等報告書」（令和７年度）
25

○ 「①高度急性期」から「③急性期/サブアキュート」まででは50％以上が下り搬送に取り組んでいる。

○ 下り搬送実施の課題は、「搬送先の偏り」「搬送依頼先の満床」「搬送先の返答が遅い」の割合が高い。

下り搬送の取組状況

下り搬送における課題



◆ 現状・課題

• 本人や家族が望まない延命治療が行われるケースがある。

• 一部の地域では、医療・介護関係者による情報共有・連携が進んでいるが、都全体には取組が広がって

いない。

• 医学的には軽症の高齢者も搬送せざるを得ず、受け入れた病院へ入院中に、結果としてADLが悪化する、

という根本を変える必要がある。

◆ 対策の方向性

• 救急車の適時・適切な利用について、都民の理解を促進していく。

• 「自分はどう生きたいか」をあらかじめ考え、家族や大切な人、医療・介護ケアチームと繰り返し話し合い、自

分の思いを共有するACPについて、都民や関係者の理解促進を図っていく。

• 地域の保健・医療・福祉関係者の情報共有の充実を図ることで、在宅療養患者の病状変化時の入院等

における地域のかかりつけ医や介護関係者等と病院の連携や、病院間の広域的な連携を促進していく。

• 高齢者が、その症状に応じて身近な地域で救急医療を受けられるよう、かかりつけ医と連携した入院医療

機関の確保や、病院救急車の活用を促進していく。

①具合が悪くなった時

対策の方向性（案）
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◆ 現状・課題

• 高齢救急患者の身体状況（ＡＤＬ低下、要介護等）によっては、受入負担が大きいため、搬送先・転
院先を見つけるのに時間がかかる。

• 高齢者救急の定義や対象範囲について、明確にする必要がある。

• 高齢者救急について、二次救急に搬送するルートを作らないと、三次救急に患者が集中して機能不全に
陥る恐れがある。

• 患者の状態や希望は一人一人異なるため、かかりつけ医は患者と状態悪化時の対応について相談してお
き、高齢者救急対象患者か否かの判断の際に、その判断を支援することが望ましい。

• 都内の救急隊が迷わない、複雑ではない判断基準を検討する必要がある。

• 救急搬送の手段だけでなく、医療機関機能の役割を理解し、どのような機能を担う医療機関を受診するこ
とが本人にとって幸せかも含めて、都民に普及啓発することが必要である。

◆ 対策の方向性

• 国のガイドラインも踏まえながら、高齢者救急の定義や対象範囲を明確にしていく。

• 高齢者の疾病や身体状況に応じた医療と介護が適宜適切に提供されるよう、高齢者救急について、かか
りつけ医の役割、傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基準（実施基準）への位置付けやルール化
などを検討していく。

• 医療機関の機能や役割分担について、都民と医療従事者の共通理解を図っていく。

②救急医療を受ける時

対策の方向性（案）
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対策の方向性（案）

②救急医療を受ける時

28

◆ 現状・課題

• かかりつけ医による診療は、休日夜間までは手が回らないのが現実であり、患者がかかりつけ医に相談をし

ても救急車を呼ぶように言われ、結果、二次救急が一番忙しくなっている。

• 休日全夜間時間帯における二次救急の搬送実績について、「整形外科」の搬送件数は「外科」に比較し

て多く、「整形外科」における75歳以上の割合が高い。

• 二次救急医療機関の中でも、年間8,000名を超えて受入れを行っている医療機関と、年間300名前後

の医療機関があり、受入状況に差がある。

• 救急現場におけるタスクシフト・タスクシェアの推進が、救急受入体制の強化につながっている。

• 東京ルール事案は令和４年と比べ減少傾向にあるが、コロナ前の令和元年（9,264件）と比較して依
然として高い水準で推移している。

• 地域救急医療センターの医師について、圏域内調整の業務が負担になっている。

◆ 対策の方向性

• 休日・全夜間診療事業等を拡充することで、かかりつけ医の対応が難しい休日夜間帯でも救急搬送だけ

に頼らないよう、救急医療体制を強化していく。

• 救急現場におけるタスクシフト・タスクシェアを更に進めることで、介助が必要な高齢者の受入における医療

機関の負担を軽減し、救急医療体制を強化していく。

• 東京ルールの運用や地域救急医療センター・救急患者受入コーディネーターの役割を見直すことで、増加

する高齢者救急への対応強化を図るとともに、より身近な地域での受入れを促進していく。



◆ 現状・課題

• 高齢救急患者の身体状況（ＡＤＬ低下、要介護等）によっては、受入負担が大きいため、搬送先・転

院先を見つけるのに時間がかかる。（再掲）

• 下り搬送・上り搬送について、病院の自助努力によりネットワークを構築しているのが現状

• 病院救急車を運用するための、人員面でのサポートがあるとよい。また、初療の段階で転院搬送がスムーズ

に進むためのルートの整備ができると理想

• 転退院支援や在宅移行を円滑に進めるため、医療機関のMSWや在宅医療・介護連携推進事業のコー

ディネーター（在宅療養支援窓口）の位置づけが重要である。

◆ 対策の方向性

• 初期治療後に状態が比較的安定した救急患者が、身近な地域へ円滑に移行できるよう、転退院支援を

行う人材の配置や在宅医療・介護連携推進事業のコーディネーターとの連携などを推進するとともに、病

院救急車を活用した入院患者の転院搬送を促進していく。

• 地域の医療・介護関係者と連携した転退院支援の取組を推進していく。

③救急医療を受けた後

対策の方向性（案）
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